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2015 年 7 月 6 日 
株式会社日立製作所 

株式会社日立システムズ 

事業者のマイナンバー制度対応に向けたセキュアな BPO サービスを販売開始 

現行業務やシステムを大きく変えることなく制度対応を実現するワンストップサービス 

株式会社日立製作所(執行役社長兼 COO:東原 敏昭／以下、日立)と株式会社日立システムズ

(代表取締役 取締役社長:髙橋 直也／以下、日立システムズ)は、社会保障・税番号制度(以下、マ

イナンバー制度)への対応に必要な業務をワンストップで代行する事業者向け「マイナンバー対応

BPO(*1)サービス」を 7 月 7 日から販売開始します。 
本サービスは、日立グループにおけるマイナンバー制度対応のノウハウを活用し、従業員等のマ

イナンバー収集・登録から廃棄までの管理、および法定調書の印刷代行、ヘルプデスクまで、幅広

い事業者のニーズに対応します。本サービスを活用することにより、事業者はマイナンバーの管理・

運用体制・設備を最小限にすることができます。また、現行業務やシステムを大きく変えることなく、リ

ーズナブルなコストで日立グループと同等のセキュアなマイナンバー管理・運用体制を実現できま

す。 
*1 BPO(Business Process Outsourcing):業務の外部委託 

 
マイナンバー制度の開始に伴い、企業や各種団体といった事業者では、その業種や規模に関わ

らず、源泉所得税や雇用保険などに関する申告書や法定調書を提出する場合などに、個人番号や

法人番号を収集・登録し、帳票に記載する必要性が生じます。この対応は、従業員やその扶養家族

のみならず、原稿執筆や講演に関する報酬の支払先である個人や個人事業主などについても同様

に必要です。また、マイナンバーは「特定個人情報」に該当し、事業者はその適正な取り扱いに関す

る安全管理措置義務を負うため、組織体制、人財教育、セキュリティなど、さまざまな観点から対策を

とることが求められています。 
このため、内部に担当者を置いていない中堅・中小規模の事業者のみならず、大規模事業者も膨

大な量の情報を新たに取り扱うことやサイバー攻撃への対応を課題として捉えており、マイナンバー

制度への対応を、信頼できる外部事業者に一括して委託したいというニーズが高まっています。 
 
このような背景のもと、日立と日立システムズは、事業者のマイナンバー制度対応に必要となる業

務をワンストップで代行する「マイナンバー対応 BPO サービス」を開発しました。本サービスは、日立

が公共分野でのマイナンバー対応実績・ノウハウを基に ID データ管理や帳票出力を行う「マイナン

バー管理システム」を開発し、日立システムズが同システムを中核に自社のセキュアで堅ろうなデー

タセンターや豊富な実績を持つコンタクトセンターなどと組み合わせ、BPO サービスとして提供しま

す。 
本サービスを利用することで、マイナンバー管理・運用業務にリソースを割くことなく、本来業務に

専念することが可能です。例えば、源泉徴収票を提出する場合、事業者は、各従業員の支払金額な
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ど必要な情報を現行システムからデータを提供することで、その後のデータ照合、帳票への印刷、封

入・封緘までの業務を委託でき、納品された源泉徴収票を各省庁へ e-TAX(国税電子申告・納税シ

ステム)や郵送などにより提出するだけで手続きを済ませることができます。 
日立グループでは、法案が成立した 2013 年に「自治体向け番号制度導入支援ソリューション」を

提供開始するなど、早い段階からマイナンバーに関連するシステム導入・改修やコンサルティングの

ノウハウを培ってきました。今後も、2016 年 1 月の制度施行に向けてお客さまへの支援をさらに強化

していきます。 

■マイナンバー対応 BPO サービスの特長 

(1)現行業務・システムを大きく変えない管理・運用 

マイナンバー収集・登録から廃棄までの管理、法定調書の印刷代行、ヘルプデスクまで代行する

ため、現行業務やシステムを大きく変えることなくマイナンバー管理・運用体制を整備できます。 
 
(2)機密性の高い独立区画でデータを登録 

本サービスにおけるマイナンバーの収集は、記入者の作業効率化と誤記載の抑止を可能とした

「マイナンバー収集キット」を用い、信書として授受を行います。マイナンバーの授受が確実になされ

たことを確認するため、郵便物の追跡サービスにも対応します。収集した大量のデータは、日立シス

テムズの BPO センター内に設置した機密性の高い専用の独立区画において、OCR(*2)による自動

入力と目視での確認を併用してシステムに登録します。 
*2 OCR(Optical Character Reader): 光学的文字読取装置 

 
(3)高セキュアなデータ管理 

マイナンバーは、インターネットと直接接続しない場所に設置した「マイナンバー管理システム」に

より、第三者が利用できないように高度な手法で暗号化した ID データとして保存します。作業を行う

スタッフの挙動については、セキュリティオペレーションセンターでログを監視し、情報漏えいを防ぎ

ます。また、マイナンバーを記載する必要のある申告書や法定調書の印刷代行や封入封緘作業、さ

らにはシュレッダーによる書類廃棄なども日立システムズ内で一括して行うため、情報流出リスクを最

小化できます。 
 
(4)監査レポートを発行 

業務を委託する企業の監督義務に対応する特定個人情報保護評価書(全項目評価書)に対応し

た監査レポートを発行します。 
 
(5)きめ細かな問い合わせ対応窓口 

管理者や従業員からの問い合わせにも、マイナンバー制度に関する社内外の認定取得者や教育

を受けた、日立システムズのコンタクトセンターのスタッフがきめ細かに対応します。 
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■マイナンバー対応業務の概要図 

 

■マイナンバー対応 BPO サービスのイメージ図 
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■提供開始時期 

2015 年 10 月 1 日 

■価格 

個別見積もり 

■販売目標 

2018 年度末までに累計 65 億円 

■「マイナンバー対応 BPO サービス」の Web サイト 

http://www.hitachi-systems.com/sp/mynobpo/index.html 

■日立システムズのコンタクトセンターについて 

日立システムズのコンタクトセンターは、約1,000名の専門スタッフが ITやバックオフィス業務に関

わるお問い合わせなどに対応し、お客さまの多様なニーズにお応えします。日立システムズのコンタ

クトセンターは COPC 認証(*3)を国内では唯一 10 年連続で取得しており、CMBOK(*4)をベースにし

たプロフェッショナル人財育成(有資格者数は全国トップクラス)で高品質なサポートを提供する体制

を有しています。詳細は http://www.hitachi-systems.com/cloud/ccs/ をご覧ください。 
*3 COPC:アメリカ合衆国の COPC 社が定めるコンタクトセンターや BPO 業務におけるパフォーマンス改善モデル。 
*4 CMBOK:コンタクトセンターマネジメント知識スキル体系で、コンタクトセンターでの専門的な職能に必要な知識・スキル・行動などコン

ピテンシーを体系的にまとめたもの。 

■お客さまからのお問い合わせ先 

株式会社日立システムズ 
商品お問い合わせ窓口:TEL 0120-346-401(受付時間:9 時～17 時／土・日・祝日は除く) 
お問い合わせ Web フォーム:https://www.hitachi-systems.com/d-inquiry/contact.cgi 

■報道機関お問い合わせ先 

株式会社日立システムズ CSR 本部 コーポレート・コミュニケーション部 [担当:杉山、住川] 
〒141-8672 東京都品川区大崎一丁目 2 番 1 号 
TEL:03-5435-5002(直通) 
E-mail:press.we@ml.hitachi-systems.com 

以上 
*記載の会社名、製品名はそれぞれの会社の商標または登録商標です 
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